
（別添３） 

歯－1 

歯科診療報酬点数表関係 

 

【施行時期後ろ倒し】 

問１ 「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和６年３月 28 日事務連

絡）別添５の問２において、令和６年６月１日以降の歯科外来診療感染対

策加算１の経過措置の取扱いについて示されたが、その他の歯科診療報酬

点数表に係る令和６年度診療報酬改定における施設基準について、令和６

年４月又は５月に新規の届出又は変更の届出を行った場合における、令和

６年６月以降の経過措置の取扱い如何。 

（答）令和６年４月以降に令和６年度診療報酬改定前の施設基準による届出を

行った保険医療機関又は保険薬局については、令和６年度診療報酬改定に

おける施設基準（以下「新施設基準」という。）の経過措置であって、令和

６年３月31日において現に届出を行っていることを要件としている経過措

置の対象にならない。 

 

問２ 問１について、令和６年４月又は５月に新規の届出又は変更の届出を行

った保険医療機関又は保険薬局における令和６年６月１日以降の届出に

ついてどのように考えればよいか。 

（答）それぞれ以下のとおり。 

① 施設基準で改正がない場合（名称のみが改正された場合を含む。）又は 

施設基準が改正された場合であって届出が必要でない場合 

令和６年６月３日以降に再度届出を行う必要はない。 

 

② 施設基準が改正された場合であって届出が必要な場合（経過措置が置 

かれているものであって、令和６年３月 31 日において現に届出を行って 

いることを要件としている場合を含む。） 

令和６年６月３日までに新施設基準による届出を行う必要がある。な 

お、当該届出を行った保険医療機関については、経過措置終了時期（例え

ば令和６年 10 月１日）の再度の届出は必要ない。 

 

【届出関係】 

問３ 令和６年度診療報酬改定に係る新設又は要件変更となった施設基準に

ついて網羅的な一覧はないか。 

（答）「令和６年度診療報酬改定に係る施設基準届出チェックリストの送付につ

いて」（令和６年３月 25 日厚生労働省保険局医療課事務連絡）の別添のチ

ェックリストを参照のこと。 

  



歯－2 

問４ 令和６年度診療報酬改定が施行される令和６年６月診療分の施設基準

の届出に係る届出期限についてどのように考えればよいか。 

（答）令和６年６月診療分の施設基準の届出については、令和６年５月２日から

６月３日まで地方厚生（支）局等において受け付けているところ、令和６年

５月下旬以降に地方厚生（支）局等の窓口は届出が集中し、混雑が予想され

ることから、可能な限り令和６年５月 17 日までの届出に努めること。 

   ただし、令和６年６月診療分の施設基準の届出に係る電子申請は令和６

年５月 20 日から受付開始となるため、留意すること。 

 

【医療ＤＸ推進体制整備加算】 

問５ 「Ａ０００」初診料の注 15 に規定する医療ＤＸ推進体制整備加算（以

下「医療ＤＸ推進体制整備加算」という。）の施設基準において、「国等が

提供する電子カルテ情報共有サービスにより取得される診療情報等を活

用する体制を有していること。
」とされており、また、当該施設基準につ

いては令和７年９月 30 日までの間は経過措置が設けられているが、電子

カルテ情報共有サービスについて、届出時点で具体的な導入予定等が不明

であっても、当該加算は算定可能か。 

（答）経過措置が設けられている令和７年９月 30 日までの間は、算定可能。な

お、電子カルテ情報共有サービスの導入等の具体については、当該サービス

が実装可能となった時期に疑義解釈を示す予定である。 

 

問６ 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準において、「「電子処方箋管理サー

ビスの運用について」（令和４年 10 月 28 日付け薬生発 1028 第１号医政発 

1028 第１号保発 1028 第１号厚生労働省医薬・生活衛生局長・医政局長・

保険局長通知。）に基づく電子処方箋により処方箋を発行できる体制を有

していること。」とされており、また、当該施設基準については、令和７

年３月 31 日までの間は経過措置が設けられているが、電子処方箋につい

て、届出時点で未導入であっても、当該加算は算定可能か。 

（答）経過措置が設けられている令和７年３月 31 日までの間は、算定可能。な

お、施設基準通知の別添７の様式１の６において、導入予定時期を記載する

こととなっているが、未定又は空欄であっても差し支えない。 

 

問７ 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準で求められている電子処方箋に

より処方箋を発行できる体制について、経過措置期間終了後も電子処方箋

を未導入であった場合、届出後から算定した当該加算についてどのように

考えればよいか。 

（答）経過措置期間終了後は、当該加算の算定要件を満たさないものとして取り

扱う。 

  



歯－3 

【医療情報取得加算】 

問８ 「Ａ００２」再診料の注 11 に規定する医療情報取得加算３及び４につ

いて、「Ａ０００」初診料の注 14 に規定する医療情報取得加算１又は２を

算定した月に、再診を行った場合について、算定できるか。 

   また、医療情報取得加算１又は２について、医療情報取得加算３及び４

を算定した月に、他の疾患で初診を行った場合について、算定できるか。 

（答）いずれも算定不可。 

 

問９ 医療情報取得加算３及び４について、それぞれ、３月に１回に限り所定

点数に加算することとされているが、同加算３を算定する患者について、

３月以内に同加算４は算定可能か。また、同加算４を算定する患者につ

いて、３月以内に同加算３は算定可能か。 

（答）いずれも算定不可。医療情報取得加算３又は医療情報取得加算４のいずれ

かを３月に１回に限り算定できる。 

 

【クラウン・ブリッジ維持管理料】 

問 10 クラウン・ブリッジ維持管理料の「注１」に係る地方厚生（支）局長へ

の届出を行っていない保険医療機関において、第 12 部の通則第８号に規

定する歯冠補綴物以外の歯冠補綴物を製作し、装着した場合の費用につい

ては、所定点数の 100 分の 100 に相当する点数により算定可能か。 

（答）算定可能。 

 

【ポンティック】 

問 11 留意事項通知の（６）のイの（ト）において「隣在歯等の状況からやむ

をえず、支台歯１歯及びポンティック１歯による接着カンチレバー装置を

製作する場合は、切歯（上顎中切歯を除く。）の１歯欠損症例において、

支台歯を生活歯に求める場合に限り認められる。」とあるが、接着カンチ

レバー装置とはどのようなものか。 

（答）留意事項通知の（６）のイの（ト）にある接着カンチレバー装置とは、次

の要件を全て満たす補綴装置をいう。 

① 支台装置が接着冠であること。 

② 支台歯及びポンティックがそれぞれ１歯ずつの２ユニット型の接着ブ

リッジであること。 

③ 上顎中切歯を除く切歯の１歯欠損症例において、隣在歯等の状況から

やむをえず製作するものであること。 

   なお、接着カンチレバー装置の製作にあたっては、公益社団法人日本補綴

歯科学会の「接着カンチレバー装置の基本的な考え方」を参考とすること。 

  



歯－4 

【歯科衛生実地指導料】 

問 12 算定留意事項通知の「Ｂ００１－２」歯科衛生実地指導料の留意事項

通知（３）及び「Ｃ００１」訪問歯科衛生指導料の留意事項通知（６）に

おいて、患者に提供する文書に当該指導を行った歯科衛生士の氏名を記載

することとされているが、必ず姓名双方の記載が必要なのか。 

（答）カスタマーハラスメントの防止等の観点から、名字のみの記載とすること

は可能。 

 

【口腔内装置調整・修理】 

問 13 「Ｉ０１７」口腔内装置の留意事項通知（１）の「ヌ 外傷歯の保護を

目的として製作した口腔内装置」について、日常生活時の外傷歯の保護を

目的とするもの及び運動時の外傷歯の保護を目的とするものをそれぞれ

製作した場合において、それぞれの口腔内装置に係る「Ｉ０１７－２」口

腔内装置調整・修理の注２及び注５の算定についてどのように考えればよ

いか。 

（答）それぞれの口腔内装置ごとに「Ｉ０１７－２」口腔内装置調整・修理を算

定して差し支えない。 

 

【回復期等口腔機能管理料】 

問 14 回復期等に関する口腔機能管理を必要とする患者の場合であって、う

蝕や歯周病等がない場合等については、算定するに当たって用いる傷病名

はどのようなものが考えられるか。 

（答）当面は、傷病名を「回復期口腔機能管理中」として差し支えない。 


